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Ⅰ はじめに

現在，多くの国および地域における会計基準

の設定はプライベート・セクターの基準設定主

体によって行われている。しかしながら，プラ

イベート・セクターの基準設定主体はパブリッ

ク・セクターの組織と違い本来的に組織的正統

性を欠いているため，プライベート・セクター

の基準設定主体が作り出した会計基準が強制力

を持つためにはその法的根拠が明確化される必

要がある。

筆者は前稿（真田［2009］）において国際会計

基準
1)
の正統性に関する議論を行い，正統性モ

デルを提示した。後述のように正統性に関する

議論の前提として，会計基準の法的根拠を分析

することが特に重要となる。

本稿の目的は，各国および地域における会計

基準の法的根拠を比較検討し，その在り方の共

通性や普遍性，あるいは差異性を明らかにする

ことにある。また，ここから得られた知見に

よって国際会計基準の正統性モデルに関する議

論を補完することを目的としている。

比較の対象とする国および地域として日本，

米国，欧州を取り上げる。具体的には日本の財

務会計基準委員会（以下，ASBJ とする），米国

の財務会計基準審議会（Financial Accounting

Standards Board，以下，FASBとする），IASB

が対象となる
2)
。

方法論として，Cunningham［2005］のフレー

ムワークを使って法的根拠の比較を行う。これ

は，ウィーク・フォーム，セミ・ストロング・

フォーム，ストロング・フォームという３類型

の分類スキームによって法的根拠を分析するも

のである。このフレームワークを利用すること

によって，会計基準の法的根拠の類型化がなさ

れるとともに，会計基準に法的な根拠が与えら

れるメカニズムが明らかとなる。また，このフ

レームワークでは，規制の目的の達成を最大化

するとともに，政府資源の利用を最小化するた

めには，各国および地域の政府または規制主体

がセミ・ストロング・フォームの会計基準を採

用することが最適解であると想定している。

本稿の特徴は，①Cunningham［2005］のフ

レームワークを利用し，FASB，IASB，ASBJ

の設定する会計基準の法的根拠に関してより明

解な類型化を試みたこと，②会計基準の法的根
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１）本稿の議論の中で，国際会計基準とは，国際会計

基準委員会（IAS）と国際会計基準審議会（IASB）

が設定した基準，具体的には国際会計基準（IAS）

第 1 号から第 41 号，国際財務報告基準（IFRS）第

１号から第８号，さらに付随する解釈基準等を指し

ている。また国際会計基準と同義で IFRSs を適宜

使い分けることとする。

２）現在，IFRS は 100ヶ国以上の国で採用されている

が，Fleckner［2008］は「そのような事実にも関わ

らず，欧州共同体というただ一つの優占的な政治的

枠組みが他のすべての国々の存在感を小さなものと

している」と指摘している（Fleckner [2008] p.

287）。また，IASB は連結財務諸表の会計基準に関

するかぎり，実質的に欧州共同体の基準設定主体と

して機能している。そのため，本稿では欧州の基準

設定主体として IASB を取り上げた。このことは，

本稿が連結財務諸表に係る会計基準のみを対象にし

ていることも意味している。



拠の検討においてたんに会計基準の根拠法を示

すのではなく，会計基準の constitution，すな

わち会計基準に法的な根拠が与えられるメカニ

ズムに関する研究を行っていること，さらに，

③わが国における連結財務諸表規則等の改正の

意味を明らかにしたこと，である。

本稿の構成は，以下の通りである。第Ⅱ節に

おいて，本稿で取り扱う概念の明確化を行う。

第Ⅲ節において，研究視座，すなわち，Cun-

ningham［2005］のフレームワークが提示され

る。第Ⅳ節において，会計基準の法的根拠に関

する具体的な検討がなされる。最後に本稿のま

とめが行われる。

Ⅱ 概念の明確化

１ 正統性と法的根拠

本稿において，正統性とは多数者間の関係に

基づく合意への動機付けであると定義する。こ

のような正統性は，カリスマや伝統あるいは合

法性によって一意的に決定されるのではなく，

その獲得のためには多数者による合意に達する

ための重層的な仕掛けや手続きを必要としてい

る。そして，この仕掛けや手続きの中で法的規

範は強制的な動機付けとして機能している。

国際会計基準の正統性を分析する際のモデル

として正統性モデルを想定する。正統性モデル

とは，多層的なネットワークとして捉えられる

現代的な規制システムを多面的に分析するため

のモデルであり，国際会計基準に係る基準その

ものの正統性と基準設定主体との正統性を分離

して捉えることを特徴とする。基準そのものの

正統性の構成要素には，①基準の採用がもたら

す便益による正当化，②他の組織による強制力

や資源の利用，③意思決定有用情報の提供，④

理論的整合性，⑤隣接システムとの整合性，が

あり，基準設定主体の正統性の構成要素には，

①組織構造と策定プロセスによる正当化，②上

位組織による基準設定権限の付与・承認，があっ

た
3)
。

「隣接システムとの整合性」とは，国際会計基

準が正統性を持ちうるためには，各国の法制度，

税制度，開示制度，会計専門職の発展度合い，

あるいは会計実務との整合性が必要であるとい

うことを意味しているが，この「隣接システム

との整合性」の議論において，プライベート・

セクターである IASB による会計基準設定活動

はそれ自体が本質的な法的根拠を持ちえないた

め，各国の法制度との関係について考察するこ

とが特に必要となる
4)
。また，この会計基準の

法的根拠の問題は，「他の組織による強制力や

資源の利用」と「上位組織による基準設定権限

の付与・承認」といった他の正統性の構成要素

とも密接に関連している問題でもあった
5)
。

本稿では，国際会計基準の正統性モデルの議

論を前提としつつ，各国および地域における会

計基準の法的根拠の問題に焦点をあてて議論を

進めていくこととする。

２ プライベート・セクターとパブリック・セ

クター

ここでプライベート・セクターの組織とパブ

リック・セクターの組織について簡単に整理し

てみたい。プライベート・セクターの基準設定

主体を議論する場合，その組織のルール作成に

関する政府からの独立性や組織設置に関する政

府の関与度が重要となる。組織設置のイニシア

ティブ，すなわち組織の設定主体を横軸とし，
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３）以上の議論に関しては，真田［2009］を参照され

たい。

４）徳賀 [2000］は，「国際基準は各国において国内基

準化（国内法化あるいは法に代替する「正統性」の

根拠の整備）がされない限り制度として機能し得な

い」と指摘している（徳賀 [2000］148-149ページ）。

５）本稿における法的根拠とは，会計基準の法的背景

や法的後ろ盾，すなわち legal backing を意味して

おり，具体的な根拠法を意味しているわけではない

ことを付言しておきたい。



ヒト・モノ・カネといった政府の資源の投入を

縦軸としてマトリックスとしたものが第１図で

ある。形式論理的には４つのパターンが想定で

きる。第１象限は政府が設置し政府の資源に

よって運営される最も典型的なパブリック・セ

クターであり，第４象限は民間が設置し民間の

資源によって運営される最も典型的なプライ

ベート・セクターである。第２象限・第３象限

はその中間パターンであり，パブリック・セク

ターあるいはプライベート・セクターのどちら

に含めるかは論者の視点においてさまざまなパ

ターンが想定される。ただし，現実的には第３

象限に属する組織が存在することはあり得ない

かもしれない。また，強制力という面からは第

１象限に属する機関によって規制の目的達成の

最大化がなされ，政府の資源の投入という面か

らは第４象限に属する機関によって最小化が行

われることになる。

本稿の議論との関連で言えば，米国証券取引

委員会（Securities and Exchange Commission，

以下 SEC とする）や公開企業会計監視委員会

（Public Company Accounting Oversight

Board，以下 PCAOB とする）は第１象限に属

し，公的資金が一部投入されている FASB は

第２象限もしくは第４象限に属し，米国公認会

計士協会（American Institute of Certified

Public Accountants，以下 AICPA とする）は

第４象限に属すと考えられる。さらに，IASB

は典型的なプライベート・セクターとして第４

象限に属している。

わが国の企業会計審議会は通常パブリック・

セクターに属するもの（第１象限）と考えられ

ている。ASBJ には金融庁から国際会計基準事

務委託費として一部公的資金が投入されている

ため，第２象限もしくは第４象限に属すると考

えられる
6)
。

プライベート・セクターの基準設定主体はパ

ブリック・セクターの組織と違い本来的に組織

的正統性を欠いているため，多くの論者によっ

て正統性を保持することの必要性が指摘されて

いるとともに
7)
，プライベート・セクターとパブ

リック・セクターとの相互依存関係を多くの論

者が指摘している
8)
。

Ⅲ 研究視座の提示

ここでは，本稿における研究視座として

Cunningham［2005］におけるフレームワーク

を提示する。

Cunningham［2005］は，①法律＝著作権の

ないもの，もしくは著作権を付与することがそ

ぐわないもの，②プライベート・セクターの作

り出したもの＝著作権のあるもの，もしくは著

作権を付与することができるもの，という２つ

の前提を置き，プライベート・セクターの基準
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第１図 会計基準設定主体と政府との関係の４

つのパターン

組織の設定主体

政府 民間

政府の資源の投入
多 第１象限 第２象限

少 第３象限 第４象限

出所：筆者が作成。

６）米国財務会計財団（FAF）の年間収入 35.5百万ド

ルのうち州政府・各地方自治体からの寄付が 1.21

百万ドル（3.4％）となっている（FAF［2008］）。ま

た，（財）財務会計基準機構に対して金融庁より国際

会計基準事務委託費として 75,180千円（年間収入

に対して 8.2％，平成 18 年度決算ベース）が交付さ

れている。これらの金額を少額であると考えるなら

ば FASB，ASBJ ともに第４象限に属すると考える

ことができる。

７）例えば，Johnson and Solomons [1984]，Young

[1994]，Tandy and Wilburn [1996]，Durocher et

al. [2007]，Chua and Taylor [2008]，Luthardt and

Zimmermann [2008] を参照されたい。

８）例えば，Perry and Nolk [2005] [2006]，Bratton

[2006]，Zimmermann et al. [2008]，Richardson

[2009] を参照されたい。



設定主体が作り出した基準がどのようにして法

体系の中に統合されるのかという問題に関し

て，「著作権の適格性」（the copyright eligibil-

ity）をキーワードにして議論を行っている。

すなわち，プライベート・セクターが設定し

本来的に著作権に関して適格性を持った文書

（copyright-eligible works）は，①法律文書の

中でそれに関する言及を行うこと，②設定後に

法律に組み込まれること，③公的に認められた

組織である基準設定者として政府から事前に指

名された組織が作成していること，という３つ

のルートによって，潜在的に著作権には不適格

なものと考えられる法律の属性物と見なすこと

ができると指摘する（Cunningham [2005] p.

3）。そして，米国の会計基準の法的根拠に関し

て，それぞれ，①ウィーク・フォーム（weak

form），②セミ・ストロング・フォーム（semi-

strong form），③ストロング・フォーム（strong

form）という３類型による分類スキームを提示

している。

この分類スキームによるならば，会計基準は

裁判所が権威的な文書を証拠として認める場合

のように，それへの言及を行うこともしくは参

照することによって（by reference）ウィーク・

フォーム・ルートから法律へと組み込まれてい

く（例：AICPAの設定する会計基準）。セミ・

ストロング・フォームのルートは，立法機関が

ある基準を法律として採用する場合のように，

採用（adoption）によって確立される（例：

FASB の設定する会計基準）。それは具体的に

は権限の委譲や承認という手続きをとる。スト

ロング・フォームのルートは，PCAOB といっ

た政府機関が特定の基準設定主体を指名する場

合のように，任命（ordainment）によって確立

される（Cunningham [2005] p. 8）。

具体的な分類手続きに関しては，基準設定主

体の違い（パブリック・セクターもしくはプラ

イベート・セクター）によってストロング・

フォームとそれ以外に二分され，さらに承認方

法の違いによってセミ・ストロング・フォーム

とウィーク・フォームに分割されることになる。

セミ・ストロング・フォームとウィーク・フォー

ムとの差異について，Cunningham［2005］の

議論から補足的な説明を行ってみると次のよう

に な る。1938 年，SEC は 会 計 連 続 通 牒

（Accounting Series Release，以下 ASR とす

る）第４号によって「実質的に権威ある支持が

存在している」（substantial authoritative sup-

port existed）会計原則を GAAPとして受け入

れ可能なものとして認めるという方針を公式に

採用し，AICPA の設定する組織（会計手続委

員会（CAP），会計原則審議会（APB））は，

1973 年までそのような支援の主要な提供者で

あり，それ以後も補完的な権威（supplemental

authority）を提供し続けたと指摘する（Cun-

ningham [2005] p. 28）。他方，1973 年，FASB

の発足とともに SEC は FASB のプロナウンス

メントを「権威を有する GAAP」（establishing

authoritative GAAP）として正式に認めるとと

もに FASB を「実質的に権威ある支持が存在

している」基準設定主体と認め（ASR 第 150

号），さらに，サーベインズ・オックスリー法（以

下，SOX法とする）の施行に伴い再承認を行っ

ていると指摘している（SEC［2002b］を参照の

こと）。従って，Cunningham はウィーク・

フォームとセミ・ストロング・フォームとの分

岐点，すなわち「言及・参照」と「権限の委譲

もしくは承認」の分岐点を ASR 第４号と第

150 号との差異，すなわち，より具体的な明言

と法による委任の有無に置いていることが分か

る
9)
。

以上の議論を簡単にまとめてみたものが第１
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９）金融制度監視機構［2009］は，「公正ナル会計慣行」

を論じた中で，それが法規範に準ずるルールとして，

法と同視しうるだけの①「慣行性」や「周知性」，②

内容の明確性，③法による委任（強制力行使の正当

性）の有無，が要求されると指摘している（金融制

度監視機構［2009］６ページ）。



表となる。本稿では，この３類型に従って

IASB，FASB，ASBJ が設定する基準がどのよ

うな法的根拠を持っているのか分析を行う。こ

のフレームワークを援用することによって，各

国および地域の会計基準の法的根拠の類型化が

なされるとともに，会計基準に法的な根拠が与

えられるメカニズムが明らかとなる。

Cunningham［2005］によると，政府には規

制の効果を最大化するという規制本来の目的と

プライベート・セクターによるルールを利用す

ることにより政府資源の利用を最小化するとい

う目的がある。規制の効果の最大化という目的

は，先述のように，政府が直接規制を行うスト

ロング・フォームのルートによって実現され，

政府資源の利用の最小化という目的は基準設定

を外部にアウトソーシングするウィーク・

フォームのルートによって達成されることにな

る。ところが，この２つの目的はトレード・オ

フの関係にあるため，規制の最適解は両者の中

間地点であるセミ・ストロング・フォームによっ

て達成されることになると指摘している

（Cunningham [2005] p. 41）。この点が Cun-

ningham のフレームワークのもう一つの特徴

である
10)
。

Ⅳ 会計基準の法的根拠の比較

１ 米国のケース

米国における開示規制ならびに会計基準の設

定権限は 1933 年証券法と 1934 年証券取引所法

によって，連邦議会から「準司法的機関」（杉本

［2005］24ページ）としての SEC に付与され

ていること，さらに，その設定権限が ASR 第

150 号ならびに SOX 法第 108 条において，

FASB に委譲されていることがその特徴とし

て多くの論者によって指摘されている（例えば，

Johnson and Solomons [ 1984 ]，Solomons

[1986]，加藤［1994］，大石［2000］，津守［2002］，

Fleckner［2008］，杉本［2009b］など）。

津守［2002］は，米国におけるこのような状

況を「二重規制システム」（津守［2002］68ペー

ジ）と指摘し，大石［2000］は，パブリック・

セクターである SECがプライベート・セクター

である FASB に会計基準を設定する権限を委

譲し FASB にガイダンスを仰ぐとともに，

FASB は SEC の権威に頼っているという相互

依存の関係にあると指摘している（大石［2000］

４ページ）。さらに，杉本［2009b］は，アメリ

カ連邦議会が SOX法第 108条第（b）項を通じ

て，SEC に対してある会計基準を GAAPとし

て認める権限と GAAPの設定主体として承認
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第１表 会計ルールの法的根拠の3類型

ストロング・フォーム・ルート
パブリック・セクターまたは準政府機関が基準を設定し，それを規則
として採用することによって法的地位を獲得する。

セミ・ストロング・フォーム・
ルート

政府機関によるプライベート・セクターへの基準設定権限の委譲およ
び/または基準の事後的な承認によって法的地位を獲得する。

ウィーク・フォーム・ルート
規制主体によって，参考・引用されることによって法的地位を獲得す
る。

出所：Cunningham [2005]より，筆者が作成した。

10）ただし，セミ・ストロング・フォームには，２つ

の法的制約，すなわち，①法制定の機能を私的機関

へと委譲することを禁じた憲法による原則，換言す

るとプライベート・セクターによる基準設定の正統

性の問題，②開かれた政府と法へのアクセスという

精神による法的文書の公開要求，換言すると

デュー・プロセスと公開に関わる問題，が存在する

ことが指摘されている（Cunningham [2005] pp.

41-42）。



する権限を付与したことを指摘するとともに

（杉本［2009b］39ページ），SECは会計連続通

牒（ASR）や財務報告通牒（FRR）を通じて会

計基準設定権限を民間部門へと「条件付権限委

譲」（杉本［2009b］38ページ）を行っていると

指摘している。

Fleckner［2008］は，FASBが米国で唯一の

基準設定主体であること，FASBは独立組織と

して，財務会計財団（FAF）評議会が適当であ

ると認める範囲でいかなる組織変更を行うこと

も可能であること，を指摘している（Fleckner

[2008] pp. 286-287)
11)
。さらに，FASB が証券

法の規定を遵守するかぎりにおいて，FASBが

設定する会計基準は SEC によって正式に承認

されることになり，FASBによって設定された

基準は，SECによる介入がないかぎり自動的に

法的権威が付与されることを指摘する（Fleck-

ner [2008] p. 291）。

以上，要約すると，米国において会計基準の

設定権限は，1933 年証券法と 1934 年証券取引

所法によって連邦議会から SECへ委譲される

とともに，ASR 第 150 号ならびに SOX 法第

108 条によって FASB へと二重に委譲されて

いる。さらに，FASBによって設定された基準

は，SECによる介入がないかぎり自動的に法的

権威が付与されていた。Cunningham［2005］

のフレームワークでは FASB が設定する会計

基準をセミ・ストロング・フォームの典型例と

して取り上げていたが，以上の議論からFASB

が設定する会計基準が会計基準設定権限の委譲

によるセミ・ストロングの法的根拠が与えられ

ていることが分かる。

２ 欧州のケース

欧州では，2002 年７月に制定された「IAS 規

則」（European Parliament [2002]）によって，

欧州域内の規制市場に上場する企業は，2005 年

１月１日以降開始する会計年度に関する連結財

務諸表を国際会計基準に従って作成しなければ

ならないとされた。他方，上場企業の個別財務

諸表，および非上場企業の個別・連結財務諸表

に IFRS の採用を義務づけるかどうかについて

は，EUの加盟国に選択権が与えられている（潮

崎［2009a］57ページ）。

Armstrong et al.［2007］は，IAS 規則は域内

企業に対してプライベート・セクターである

IASB が設定した IFRS の採用を規定していた

けれども，欧州委員会が EU域内での使用を要

求する以前に IFRS をエンドースしなければな

らなかったことを指摘している（Armstrong et

al. [2007] p. 4）。エンドースのための３つの規

準とは，①真実かつ公正な概観という原則との

一致，②理解可能性・目的適合性・信頼性・比

較可能性という要件を満たすこと，③欧州にお

ける公共の利益に資すること，であった。

EUのエンドースメントは，プライベート・

セクターの「欧州財務報告諮問グループ」

（European Financial Reporting Advisory

Group，以下，EFRAGとする）とパブリック・

セクターの「会計規制委員会」（The Account-

ing Regulatory Committee，以下，ARCとする）

による二段階の「ハイブリッドな承認メカニズ

ム」（稲見［2008］41ページ），あるいは「技術

的及び政治的レベルの二重のプロセス」（佐藤

［2008］16 ページ）によって行われている。こ

のような EUの会計戦略の特徴としては，「EU

の利益確保を前提に，民間の基準である

IAS/IFRS（および解釈指針）を『EU法に承認

された国際的会計基準』へと転化させるプロセ

スを組み込んでいることである。（中略）IAS

適用命令をはじめ種々の法令等に基づき，

IAS/IFRS（および解釈指針）を EUの枠組み

のなかで検証し，承認された基準と解釈指針に

対し法的規範性を付与する仕組みになってい
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11）SEC の拒否権や介入の法的根拠として Fleckner

[2008］ は SEC [2002b] や SOX法第 108条を挙げ

ている（Fleckner [2008] pp. 286-287）。



る」（稲見，前掲論文，45ページ）ことが指摘さ

れている。

潮崎［2009a］が指摘しているように，EUに

おける IFRS のエンドースメントは EUの法令

の中で最も拘束力の強い IAS 規則を通じて基

準ごとに個別承認されるが，ヘッジ会計の一部

が分離除外（カーブ・アウト）されているため

EU 版 IFRS と本来の IFRS とは必ずしも一致

してしない（潮崎［2009a］57ページ）。

以上，要約すると，EUは会計基準設定権限

を IASB に委譲しているわけではなく，そのた

め，プライベート・セクターである IASB の設

定する基準が自らの要求を満たすものであるの

か審査を行うエンドースメントという手続きが

必要となることが欧州における特徴として指摘

されている。また，この承認手続きもプライ

ベート・セクターである EFRAG とパブリッ

ク・セクターであるARC という二段階の手続

きを経て行われることが指摘されている。欧州

において IASB によって設定された基準は，欧

州委員会による承認がなされないかぎりいかな

る権威も付与されない（Fleckner [2008] p.

291）。しかしながら，二段階のエンドースメン

ト・プロセスに基づく個別承認ののちは，IAS

規則に基づいて域内企業に対して IFRS は強制

適用されるため，Cunninghamの定義による会

計基準の事後的な承認によるセミ・ストロン

グ・フォームの法的根拠が与えられていると考

えられる。

３ 日本のケース

わが国の会計基準の法的基盤に関して，金融

商品取引法上の会計基準の法的な根拠は，「こ

の法律の規定により提出される貸借対照表，損

益計算書その他の財務計算に関する書類は，内

閣総理大臣が一般に公正妥当であると認められ

るところに従って内閣府令で定める用語，様式

及び作成方法により，これを作成しなければな

らない」（同法第 193条）とされていることであ

り，内閣府令（「財務諸表等の用語，様式及び作

成方法に関する規則」）において，「一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に従うものと

する」（同規則１条１項）とされている（松尾

［2009］206 ページ）。会社法上の会計基準の法

的な根拠は，同法 431条において「株式会社の

会計は，一般に公正妥当と認められる企業会計

の慣行に従うものとする」とされていることで

あり，法務省令である「会社計算規則」では「こ

の省令の用語の解釈及び規定の適用に関して

は，一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準その他の企業会計の慣行をしん酌しなければ

ならない」（第３条）とされている（松尾，同上

書，206-207ページ）。

上記のような会計基準の設定権限は具体的に

は金融庁が有しており，さらにこの権限は，金

融庁組織令により，㈶財務会計基準機構・企業

会計基準委員会（ASBJ）ではなく，企業会計審

議会に委譲されているというのが，わが国の法

令上の仕組みである（佐藤［2004］19ページ）。

すなわち，法令上，ASBJ については，会計基

準設定の権限を有するかどうか，あるいは

ASBJ の設定した企業会計基準の法的根拠に関

する明確な規定が存在しておらず，このことは

多くの論者から指摘されている（例えば，石井

［2003］，佐藤［2004］，進［2004］，澤邉［2005］，

大石［2007］，特別委員会［2008］，神田［2009］，

金融制度監視機構［2009］など）。

例えば，特別委員会［2008］は，日本の会計

基準設定主体がパブリック・セクターの企業会

計審議会からプライベート・セクターのASBJ

へと移行したが，「その設定する会計基準の法

的確信または法的強制力は明示的ではない」（特

別委員会［2008］35ページ）と指摘している。

さらに，本来的に金融庁が有している基準設定

権限はASBJ ではなく，企業会計審議会に委譲

されており，パブリック・セクターからプライ

ベート・セクターへの移行が「法制度上の実態

としては完全な移行となっていない」（同上書，
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36 ページ）と主張している。

進［2004］は，会計基準がパブリック・セク

ターとプライベート・セクターの関わりによっ

て設定されると指摘し（進［2004］108ページ），

米国・英国の会計制度とドイツ・日本の会計制

度の比較検討を行っている。その中で，米国お

よび英国においては，プライベート・セクター

による会計基準設定を維持・強化するために，

そのような設定機関が公表する会計基準に規範

性・正統性を付与することを目的として明文化

によって法的裏付けが行われることを指摘し

（同上論文，111ページ），ドイツおよび日本に

おける法的裏付けは条文解釈を要する柔軟かつ

個別的なもので，行政機関による介入の余地が

大きいこと，すなわち，依然としてパブリック・

セクターが主導する会計基準設定が社会的に求

められていることを指摘した（同上論文，112

ページ）。さらに，わが国に関しては，企業会計

審議会による会計基準に対してはより規範性を

強化するために法的裏付けが明確化された一方

で，企業会計基準委員会（ASBJ）の根拠は法令

上に規定されておらず，またASBJ 基準に対し

ては法令上の条文解釈に委ねられていると主張

している（同上論文，114ページ）。

澤邉［2005］は，1990 年７月の財団法人企業

財務制度研究会（COFRI）の設立から 2001 年

７月の企業会計基準委員会（ASBJ）の設立に

いたる過程を論じている。両組織はともに会計

をめぐる国際的な環境変化に対応するために設

立されたものであるが，前者はパブリック・セ

クターによる会計基準設定構造を維持するため

に，後者はプライベート・セクターによる会計

基準設定構造の確立のために設置されたことを

指摘している（澤邉［2005］92ページ）。また，

現状において，機能的には財務会計基準機構が

COFRI を引き継いだ形となっており，基準設

定主体として ASBJ と企業会計審議会という

「二つの基準設定主体が一国内に並存する変則

的状況」（同上書，104ページ）にあると主張し

ている。

大石［2007］は，会計制度を十分に理解する

にはそれが社会制度として存在し，しかも法規

範によって強く規制されていることの意味，す

なわち「会計規制」（accounting regulation）の

意味を考える必要があると主張している。そし

て，プライベート・セクターであるASBJ が定

めた会計基準が法規範性を持つためには，法的

権限を有する金融庁による承認が必要であり，

ASBJ が企業会計審議会の任務と責任を「その

まま」（大石［2007］249ページ）引き継いだわ

けではないと指摘している。さらに，FASBの

会計基準は SEC が拒否しないかぎり，法的な

強制力を持つことを指摘し，米国の FASB と

SEC との関係がわが国の ASBJ と金融庁との

関係とはその性質が異なっていることを指摘す

るとともに，米国のほうが民間に権限を委譲し

ている程度が大きく，日本の場合は行政の介入

の余地が大きいと主張している（同上書，249

ページ）。

以上，要約すると，日本において会計基準設

定主体としてプライベート・セクターである

ASBJ が機能しているが，①その法的根拠は明

示的ではないこと，そのため，②パブリック・

セクターからプライベート・セクターへの移行

が法制度上の実態としては完全な移行となって

いないこと，を多くの論者が指摘している。さ

らに，FASBと SECとの関係と，ASBJ と金融

庁との関係は形式的な類似性を見せながら，そ

の実質において異なっていることが指摘されて

いる。

日本の会計をめぐる法体系に関して具体的に

整理してみると，法律（金融商品取引法，会社

法），法による委任の存在する法規命令である

内閣府令（財務諸表等規則や連結財務諸表規則

など），法による委任のない行政規則である通

達（財務諸表等規則ガイドラインや各種証券局

長通達など）という階層構造をなしている。

ASBJ の基準は，法令には属さない，すなわち
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法による委任のない通達（ガイドライン）の中

で参照されることによって法的地位を獲得して

いることになるため，ウィーク・フォームのも

のであると考えられる
12)
。

上記の議論をまとめたものが第２表となる。

４ わが国における新たな展開

前項で考察したように，わが国において

ASBJ が設定する会計基準の法的根拠はウィー

ク・フォームのものであることが明らかとなっ

た。そしてこのような状況は，多くの論者に

よって問題視されていた。しかしながら，2009

年６月に「我が国における国際会計基準の取扱

いについて（中間報告）」（日本版ロードマップ）

と同時に金融庁によって公表された「連結財務

諸表の用語，様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令（案）」（以下，「改正

案」とする）によって事態は新たな展開を示す

こととなる
13)
。

「改正案」は，①「連結財務諸表の用語，様式

及び作成方法に関す規則」（連結財務諸表規則）

の改正，②「『財務諸表の用語，様式及び作成方

法に関する規則』の取扱いに関する留意事項に

ついて」（財務諸表等規則ガイドライン）の改正，

③金融庁告示案，を骨子としている（杉本

［2009c］81 ページ）。その内容に関して第一

に，連結財務諸表規則等の改正の中で適用の一

般原則として，一定の要件を満たす団体が作成

および公表を行った企業会計の基準のうち，「公

正かつ適正な手続きの下に作成及び公表が行わ

れたと認められ，一般に公正妥当な企業会計の

基準として認められることが見込まれるものと

して金融庁長官が定めるものは，一般に公正妥

当と認められる企業会計の基準に該当するもの

とする」（金融庁［2009］）規定を新設すること

とされた。また，これらの改正を踏まえ，財務

諸表等規則ガイドライン等についても所要の改

正を行うこととされた。さらに，重要なことは，

金融庁告示によって，一般に公正妥当な企業会

計の基準として認められることが見込まれるも

のとして金融庁長官が定める基準は�財務会計

基準機構が設置した ASBJ によって作成され

た基準であると明確化されたことである。

第二に，適用の特例として，国際的な財務活

動または事業活動を行う会社として一定の要件

を満たす企業（特定会社）が提出する連結財務

諸表の用語，様式および作成方法は，一定の要

件を満たす団体が作成および公表を行った企業
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第２表 会計基準の法的根拠の比較

米国の状況 欧州の状況 日本の状況

・FASBによって設定された基
準は，SECによる介入がない
かぎり権威が付与される。

・二重の権限委譲

・IASBによって設定された基準
は，欧州委員会による承認がな
されないかぎりいかなる権威も
付与されない。

・基準設定のアウトソーシングと
事後的承認

・ASBJによって設定された基準
は，金融庁・総務企画局からの
ガイドラインによって権威を付
与される。

・２つの基準設定主体が並存する
変則的状況

・会計基準設定権限の委譲によ
るセミ・ストロング・フォーム
の法的根拠

・会計基準の事後的な承認による
セミ・ストロング・フォームの
法的根拠

・ガイドラインによるウィーク・
フォームの法的根拠

出所：筆者が作成。

12）金融制度監視機構［2009］は，長銀粉飾決算民事

事件第一審判決が「法の委任の有無」によって，企

業会計審議会が公表する会計基準と監督官庁が発す

る資産査定通達を別異に論じていると指摘している

（金融制度監視機構［2009］６ページ，脚注 21）。

13）その後，2009 年 12 月 11 日に改正府令が公表され

た。



会計の基準のうち，「公正かつ適正な手続きの

下に作成及び公表が行われたものと認められ，

公正妥当な企業会計の基準として認められるこ

とが見込まれるものと金融庁長官が定めるも

の」（同上書），すなわち「指定国際会計基準」

に従うことができるとする規定を新設すること

とされた。そして，この「指定国際会計基準」

とは，金融庁告示によって，国際会計基準委員

会財団が設置した IASB によって作成された基

準であると明確化されたのだった。

ここで金融庁告示がどのような法的効力を持

つのかという点に関して，告示は通達と同様に

本来法令とは考えられないが，府省令の委任に

より大臣（ここでは金融庁長官）が一定の事項

を定めるべき場合などは告示の形で定められ，

法令としての効力を有するものと考えられてい

る。従って，従来のガイドライン（通達）とは

異なり，金融庁告示によって「これまでの

ASBJ が発する企業会計基準の法的な位置づけ

に比べると，一段高い存在へと引き上げられた」

（杉本［2009c］84ページ）と考えることが可能

である。本稿の議論との関連で言うと，改正さ

れた連結財務諸表規則（内閣府令）や金融庁告

示の規定をパブリック・セクターによるASBJ

への基準設定権限の委譲ないしは ASBJ の企

業会計基準への承認と解釈するならば，従来，

ウィーク・フォームであったASBJ の基準の法

的根拠がセミ・ストロング・フォームのものへ

と移行したと理解することが可能であろう。同

時に，当面対象とするのは「特定会社」だけで

はあるが，IASB の公表する IFRS に対しても

同じく改正された連結財務諸表規則（セミ・ス

トロング・フォーム）や金融庁告示（ウィーク・

フォーム）の規定により，わが国においてセミ・

ストロング・フォームの法的根拠が与えられる

と解することが可能となる。そのため，IFRS

の採用は，法改正を伴うことなくこのような行

政立法の範囲内での対応によって，わが国の法

制度とも整合的なものとなるのである
14)
。

以上，わが国における新たな展開として，従

来，ウィーク・フォームの法的根拠が与えられ

ていた ASBJ が設定する企業会計基準に対し

て，改正された連結財務諸表規則と金融庁告示

によってセミ・ストロング・フォームの法的根

拠が与えられるようになったこと，今後想定さ

れるわが国における国際会計基準のアドプショ

ンに関して，IFRS に対しても同様にセミ・ス

トロング・フォームでの法的根拠が与えられる

ようになるため，それがわが国の法制度の中で

整合性を欠いたものとはならないことをここで

は指摘した。

Ⅴ おわりに

本稿の目的は，各国および地域における会計

基準の法的根拠を比較検討し，その在り方の共

通性や普遍性，あるいは差異性を明らかにする

こと，さらに，ここから得られた知見によって

国際会計基準の正統性モデルの中の「隣接シス

テムとの整合性」に関する議論を補完すること，

であった。

法的根拠の強度に関する３類型に基づく分析

によって，米国では FASB が設定する会計基

準に対して会計基準設定権限の委譲によってセ

ミ・ストロング・フォームの法的根拠が与えら

れていること，欧州では IASB が設定する

IFRS に対して事後承認によるセミ・ストロン

グ・フォームの法的根拠が与えられていること，

日本では ASBJ の設定する会計基準に対して

ガイドラインによるウィーク・フォームの法的

根拠が与えられていること，が明らかとなった。

さらに，わが国における会計基準のウィーク・

フォームでの法的根拠は多くの論者によって問
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14）ここでの議論は，あくまで任意適用のケースを想

定しており，IFRS が強制適用となった場合には別

途大きな難問が存在していることを弥永［2009］は

指摘している（弥永［2009］64ページ）。



題視されていたが，2009 年６月の連結財務諸表

規則等の改正および金融庁告示の制定によっ

て，ASBJ による会計基準の法令上の位置づけ

が明確化されたため，新たにセミ・ストロング・

フォームの法的根拠が与えられることとなっ

た。

以上の分析結果から，会計基準設定権限の委

譲もしくは事後的承認という手続き的な相違点

にもかかわらず，現在，米国，欧州，日本のプ

ライベート・セクターによる会計基準に対して

セミ・ストロング・フォームの法的根拠が共通

して与えられていること（あるいは今後与えら

れること）が分かる。従って，Cunningham

［2005］による「規制の目的を最大化するとと

もに，政府資源の利用を最小化するために，各

国および地域の政府または規制主体はセミ・ス

トロング・フォームの会計基準を採用する」と

いう想定が一定程度の一般性を持つことが明ら

かとなった。会計と法律ないし法制度に関する

従来の研究では，法制度を成文法と判例法とに

二分し，それにフランコ・ジャーマン型会計あ

るいはアングロ・アメリカン型会計を対応させ

るといった議論が支配的であるとともにある程

度の妥当性を有していた
15)
。このような法制度

の違いにもかかわらず，各国および地域におい

て会計基準と法との結びつきにある共通性が存

在することを指摘したことは本稿における新た

な知見であろう。ただし，この想定が理論的仮

説として普遍妥当性を持つためにはさらに多く

の事例による分析が必要となる。これに関して

は今後の課題としたい。また，欧州およびわが

国の例から，IASB という各国や地域の政府か

ら独立したプライベート・セクターが作り出し

た会計ルールをそのまま各国における会計ルー

ルとすることの正統性に関する議論の中で，国

際会計基準に対して，仮に，セミ・ストロング・

フォームでの法的根拠が与えられるならば，そ

れが日本の法制度の中で整合性を欠いたものと

はならないことが指摘できる。

本稿の特徴として，①Cunningham［2005］

のフレームワークを援用し，FASB，IASB，

ASBJ の設定する会計基準の法的根拠に関して

より明解な類型化が試みられたこと，②会計基

準に法的な根拠が与えられるメカニズムに関す

る研究を行っていること，加えて，③わが国に

おける連結財務諸表規則等の改正の意味を明ら

かにしたこと，が指摘できる。ただし，本稿の

議論はあくまで法的根拠に関する形式論理的な

議論を行ったものであり，法的根拠の強度の差

が必ずしもエンフォースメントの強度を意味し

ているわけではないことを最後に指摘しておき

たい
16)
。（了）
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